
 

制定 令和元年８月２９日 原規法発第 1908291 号 原子力規制庁長官決定 

改正 令和２年３月３０日 原規法発第 2003308 号 原子力規制庁長官決定 

 

 

原子力規制委員会に対する不服申立てに関する審理要領（原規総発第 1511271 号）の全

部を次のように改正する。 

 

令和元年８月２９日 

原子力規制庁長官 荻野 徹 

 

原子力規制委員会の処分等についての不服申立てに関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「法」という。）の

規定による原子力規制委員会の処分又は不作為（以下「処分等」という。）についての不

服申立てに関する事務に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程における用語は、法において使用する用語の例による。ただし、「課等」

とは、原子力規制委員会組織規則（平成２４年原子力規制委員会規則第１号）に規定す

る課及びこれに準ずる組織として原子力規制庁組織細則（原規総発第 120919002 号）別

表第２に定める内部組織をいう。 

 

（審理官の指名等） 

第３条 原子力規制庁長官は、原子力規制委員会の処分等についての不服申立てに関する

事務のうち、審理に関するものを補佐させるため、当該事務について必要な知識経験を

有し、かつ、不服申立てに係る処分等に関し公正な判断をすることができると認める職

員のうちから、審理官を指名するものとする。 

２ 審理官は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 法第９条第３項において読み替えて適用する法第５０条第１項に規定する裁決書

（以下「裁決書」という。）の案の審査に関すること。 

二 原子力規制委員会の会議における裁決書の案の内容その他必要な事項に関する説明

等に関すること。 

３ 審理官は、前項第２号の事務を遂行するに当たっては、不服申立てに係る処分等を主

管する課等（以下「主管課等」という。）の長又は当該処分等に関係する事務を所管する

課等（以下「関係課等」という。）の長に対し、原子力規制委員会の会議に出席させ、資

料の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

  



 

（不服申立てに関する事務等） 

第４条 原子力規制委員会の処分等についての不服申立てに関する事務のうち別表に掲げ

るものは、主管課等において行うものとする。 

２ 主管課等の長は、別表の１４の項及び１８の項から２１の項までの事務の欄に掲げる

事務をその職員に行わせる場合にあっては、主管課等の職員の中から当該事務を担当す

る者を指名するものとする。ただし、法第９条第２項各号に掲げる者を指名してはなら

ない。 

３ 主管課等の長は、第１項の事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係課

等の長に対し、必要な協力を求めることができる。 

４ 関係課等の長は、前項の規定による主管課等の長の求めがあったときは、その職員に

第１項の事務を補助させるものとする。ただし、法第９条第２項各号に掲げる者に別表

の１４の項及び１８の項から２１の項までの事務の欄に掲げる事務を補助させてはなら

ない。 

 

附 則 

１ この規程は、令和元年９月１日から施行する。 

２ 原子力規制委員会の処分等についての不服申立てであって、法の施行前にされた

原子力規制委員会の処分又は同法の施行前にされた申請に係る原子力規制委員会の

不作為に係るものについては、なお従前の例による。 

附 則 

この規程は、原子力規制委員会組織細則の一部を改正する規程（原規総発第2003271号）

の施行の日（令和２年４月１日）から施行する。 

  



 

別表（第４条関係） 

項 事務 関係条項 

１ 

総代の互選の命令に関する事務 法（法第９条第３項の規定により読み替

えて適用することとされている規定に

あっては、同項の規定による読替え後の

ものとする。以下この表において同じ。）

第１１条第２項 

２ 利害関係人の参加に関する事務 法第１３条第１項及び第２項 

３ 
行政庁が裁決をする権限を有しなく

なった場合の措置に関する事務 

法第１４条 

４ 審理手続の承継に関する事務 法第１５条第３項及び第６項 

５ 標準審理期間の設定等に関する事務 法第１６条 

６ 審査請求書の提出に関する事務 法第１９条 

７ 口頭による審査請求に関する事務 法第２０条 

８ 審査請求書の補正に関する事務 法第２３条 

９ 
執行停止に関する事務 法第２５条第２項及び第４項から第７

項まで 

１０ 執行停止の取消しに関する事務 法第２６条 

１１ 審査請求の取下げに関する事務 法第２７条 

１２ 弁明書の提出に関する事務 法第２９条第２項から第５項まで 

１３ 反論書等の提出に関する事務 法第３０条 

１４ 
口頭意見陳述に関する事務（次の項

に掲げるものを除く。） 

法第３１条 

１５ 
審査請求に係る事件に関する質問へ

の回答に関する事務 

法第３１条第５項 

１６ 証拠書類等の提出に関する事務 法第３２条 

１７ 物件の提出要求に関する事務 法第３３条 

１８ 
参考人の陳述及び鑑定の要求に関す

る事務 

法第３４条 

１９ 検証に関する事務 法第３５条 

２０ 審理関係人への質問に関する事務 法第３６条 

２１ 
審理手続の申立てに関する意見の聴

取に関する事務 

法第３７条 

２２ 
審査請求人等による提出書類等の閲

覧等に関する事務 

法第３８条第１項から第５項まで 

２３ 
審理手続の併合又は分離に関する事

務 

法第３９条 



 

２４ 審理手続の終結に関する事務 法第４１条 

２５ 
裁決書の起案及び決裁並びに送付等

に関する事務 

法第４４条から第５３条まで 

２６ 
不服申立てをすべき行政庁等の教示

に関する事務 

法第８２条 

２７ 情報の提供に関する事務 法第８４条 

２８ 公表に関する事務 法第８５条 

２９ 

前各項に掲げるもののほか、原子力

規制委員会の処分等についての不服

申立てに関する事務（第３条第２項

に掲げるもの及び委員会の所掌事務

に関する不服申立てに関する事務の

総括に関するものを除く。） 

 

備考 

 法第２２条第１項の送付及び通知に係る事務は、原子力規制庁長官官房法務部門にお

いて行うものとする。 

 


